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研究成果の概要（和文）：2014～2017年度本研究グループは東日本大震災発生２週間後、避難所の支援活動を行
った看護職７名を対象にインタビューを行い、専門職による要配慮者第2次トリアージの開発に繋げる避難所の
危機管理に着目した内容分析の結果から、住民による支援とは異なる看護職による集団支援と個人支援の各特徴
が確認できた。看護教育の資料作成に繋げた。
バングラデシュのアクションリサーチによる活動は、減災プログラムの作成と参加研修により4年間で災害多発
地域の減災ボランテイア100名を養成し認定書を供与、減災パンフレットを作成し、減災ボランテイアにより2,
000世帯に配布と共に説明を行った。

研究成果の概要（英文）： In the period 2014-2017, this research group interviewed the total of seven
 participants of nursing professionals who carried out shelter support activities two weeks after 
the Great East Japan Earthquake Disaster, focusing on crisis management of evacuation centers 
leading to the development of the second triage for vulnerable gruop. The results of content 
analysis revealed the characteristics of collective support by nurses different from the 
characteristics of personal support by residents. It was linked to the preparation of materials for 
nursing education. 
 In prone area of Bangladesh, we could provide the 100 disaster-relief volunteers through the 
creation of disaster reduction program and participation training for 4 years, and created 
certificate of disapproval, created a disaster mitigation pamphlet, at the sama time to be 
distributed to 2,000 households by volunteers disaster reduction that to be carring out.
 We have created an activity report on both sides. 

研究分野：医歯薬学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

看護職・介護所による災害時要援護者二次ト
リアージの開発 （平成 26 年度～29 年度） 
 
I.看護師が行う要援護者トリアージ 
１． 研究開始当初の背景 

2011 年 3 月に発生した東日本大震災では、

災害関連死による多数の被害者が把握され

ており、今後の対策として、災害時要援護者

（以下、「要援護者」）への対応が挙げられて

いる。一方、避難所は住民が主体的に管理す

ることとなるが、看護・介護ニーズが高い要

援護者については搬送やケア等を実施する

ための「要援護者トリアージ」という概念は

存在せず、方法論や知識基盤は構築されてこ

なかった。そこで、平成 23〜25 年度、研究

者らは東日本大震災の発災から亜急性期に

災害時要援護者に関わった看護職および介

護職へのインタビューを実施し、医療や生活

の専門的視点を持たない住民でも実施可能

な要援護者トリアージにおける判断基準の

要素を抽出し、区分と判断基準を作成した。

さらに DVD「要援護者トリアージ」のシミュ

レーション方法を作成し、住民や看護職等を

対象に映像シミュレーションや実動シミュ

レーションを行った。 

上記トリアージの客観的な指標に沿って、

非専門職が被災者の避難場所に関するふる

い分けを行なった後に、妨げられる死を防ぎ、

環境の変化に脆弱とされる要援護者の時間

の経過に置ける健康状態の変化に対応する

ためには、専門的知識を有する看護師等の支

援が重要となる。そこで研究者らは避難所設

置直後、住民が要援護者トリアージを実施し

た後に看護職が再トリアージとして判断す

ることで、被災者の体調変化の早期発見や状

態悪化の防止に寄与することが期待できる

ことをねらいに取り組んだ。 

２．研究の目的 

災害関連死を防ぐ減災対策の一助に、災害

急性期 において看護職や介護職 等が行う 「要

援護者 2 次トリアージ」 の判断基準の一環と 

して避難生活支援 活動の特色を明らかにする。 

３．研究の方法 

(1) 実施期間 

 平成 27年 11月〜6 月 

(2) 研究参加者 

 東日本大震災発災後２週間の間に被災地

の避難所で支援活動を行った看護職 7名 

(3) データ収集方法 

 60〜90 分程度の半構造的面接法によるイ

ンタビュー 

(4) データ分析方法 

 面接データの質的分析から被災者の搬送 

・移動やケアに着目して類似する内容を抽出、

整理した。 

(5) 倫理的配慮 

日本赤十字看護大学研究倫理審査委員会の

承認（2015-88）を得て実施した。 

４．研究成果 

(1) 看護職による初期活動の特徴 

 避難所での初期看護活動を行った看護師 1

名の分析より、避難所における看護師の判断

の特徴には、次の 6つの特徴があることを確

認した。① 個人への潜在的・顕在的ニーズ

の見極めと対応  ②集団への潜在的・顕在的

リスクの見極めと対応  ③ 他機関との連携 

④ 地区組織との連携  ⑤ 新たな支援者の

確保と連携  ⑥ 使命と母親業における葛藤 

他機関・他職種との連携は、災害看護にお

ける重要な視点であることが検討され、本研

究結果でも、③で自衛隊や医療チームとの連

携は想定内のものとして扱われていた。しか

し、④の地区組織との連携では、「消防団に

よる早期の活動支援」「地区の人びとによる

食糧確保と協働」「婦人会による 3度の食事

提供」など、日々の生活を支える土台作りを

する人びとと看護職も連携することは、他の

専門職と同様に大切であることがわかった。 

 また、⑤新たな支援者として、「中学生へ

のけが人の看護方法の伝授」「声掛けで得ら

れた元調剤薬局の事務と元教師の協力によ

る服薬の全調査とノート作成」「主婦歴 20 年



の看護師との連携」など、適切な人を見出し、

持てる能力を見極め、育てながら役割の委譲

を行っていることがわかった。

 さらに、看護職は医

感を抱いているものの、母親業などの私生活

における役割との狭間に立たせられている

現状も明らかになった。

 これらの特徴を踏まえ、対象を拡大して分

析を進

トリアージ」の判断の要素と内容の視点と、

個人と集団をケアの対象とする視点が災害

初期活動における看護職の特徴とも言い換

えることができると考えられた。

 そこで、下記では、「看護職による搬送・

移動やケアに関する判断の要素と内容」「看

護職による集団支援の特徴」に分けて詳しく

記すこととした。

(2) 看護職による搬送・移動や

判断の要素と内容

 避難所における看護職の活動の中で、搬

送・移動やケアに関して看護職が何らかの判

断を加えたケース

ージの内容と避難所でのケアを導き出すプ

ロセスを「情報」「判断」「行動」に分類し、

分析した。

 搬送・移動の判断をする際に基準となった

要素(

が行う場合と大きな変化は見られなかった。
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(3) 
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タイムリーに対応しつつ、

に与える健康被害や

し、予防的に関わっていた。また、地域住民

の自立を目指し、地域住民や生徒・学生の

から適切な支援者を見出し育て連携・協働し
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ていた。その他、学校

役場・行政職、病院・医師・看護師、教会や

神社と連携し、住民支援に

（図２）
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II.バングラデシュの災害多発地域における

村レベルのリーダーを対象とした地域防災

減災保健に関する人材育成支援プログラム

の開発

１． 研究開始

バングラデシュ赤新月社
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